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【基本目標Ⅲ だれもが心豊かに暮らせる環境づくり】           

施策の方向１ 家庭生活とその他の活動の両立支援                   

施策(１)ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進  

事 業 令和７年度実施状況 
評
価 

ワーク・ライフ・バランス

の実現に向けた啓発 

【商工観光課】 

市庁舎等に仕事と家庭の両立支援と働き方の見直しに係るポス

ターの掲示やリーフレットを設置し、周知を図った。 

Ｂ 

 《事業内容》 

働く人や事業主等に対

する仕事と家庭の両立支

援と働き方の見直しにつ

いての周知啓発をしま

す。 

《評価》 

掲示や設置などの手法以外にも、市の広報誌やメール配信等の

積極的なＰＲ方法も考えたい。 

《課題》 

講演会等、事業実施に係る周知について、市のホームページや

広報等の活用を検証する必要がある。 

父親参加の子育てに向けた

支援の推進 

【こども支援課】 

〇令和７年度妊娠届出数   308件 

Ａ 

 《事業内容》 

母子健康手帳交付時及

び出生届時に、育児支援

の資料等を配布し、父親

の育児参加を推進しま

す。 

《評価》 

妊娠届出及び出生届出の面接時に、父親（パートナー）に対し

ても育児参加の啓発を行っており父親の子育ての参加は年々増加

している。 

《課題》 

妊娠期から育児に関心を持ち、主体的に取り組むことができる

よう引き続き情報提供を行っていく必要がある。 

 

施策(２) 子育て・介護支援体制の充実 

事 業 令和７年度実施状況 
評
価 

保育サービスの充実 

【保育課】 

〇乳幼児保育：1,752 人  〇延長保育：延べ 3,129 人 

（令和 8年 3月現在実数）  

〇障害児保育：延べ 756 人 〇一時保育：延べ 868 人 

〇休日保育：延べ 172 人 

〇病児・病後児保育：病児対応型    88 人 

病後児対応型  192 人 

体調不良児対応 3,539 人 

〇子育てランド事業補助金：８園 計 11,184,000 円 

 預かり保育、放課後児童クラブ等、市と連携して子育て支援事

業を行う幼稚園に対して、１園あたり 200,000 円を補助（障害児

を預かっている場合は１人につき 392,000 円加算） 

Ａ 

 《事業内容》 

通常保育に加え、延長

保育、障害児保育、一時

預かり保育、病児・病後

児保育など、多様なニー

ズに対応した保育事業等

の充実を図ります。 

《評価・課題等》 

今後も引き続き多様化する保育需要に適切に対応し、適正なサ

ービスを提供していくとともに、その質的向上を図ることが求め

られている。 

 評価の目安 

Ａ：達成された（90％以上） 

Ｂ：概ね達成された（80％以上） 

Ｃ：あまり達成されていない（60％以上） 

Ｄ：達成されていない（60％未満）
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放課後児童健全育成事業

（学童保育）の充実 

【保育課】 

〇公設民営学童保育館：10 か所（令和 8年 3月 31 日現在） 

 登録児童数：765 人  委託料： 199,404,000 円 

 

〇民設民営学童保育館：15 か所（令和 8年 3月 31 日現在） 

登録児童数：813人  補助金： 227,731,230円 

Ａ 

 《事業内容》 

放課後や夏休み等の長

期休業中に、昼間、家庭

に保護者のいない児童の

健全育成を図るため、放

課後児童健全育成事業の

充実を図ります。 

《評価》 

登録児童数の増加に対応するため、民間事業者による既存施設

の支援単位数を増やすことにより、児童受入枠を拡充した。 

《課題》 

令和６年度から親園小学校区と石上小学校区で実施している放

課後居場所緊急対策事業で受け入れている児童は待機児童扱いと

なっている。 

今後も対象学区の児童が減少する見込みがないことから、施設

整備を行い、待機児童を減らす必要がある。 

ファミリーサポートセンタ

ー事業推進 【保育課】 

利用実績：584 件 

【令和７年度会員数 128 人】 

〇提供会員：31人  〇依頼会員：90人  〇両方会員：7人 

Ａ 

 《事業内容》 

地域における子育て支

援を拡充するため、ファ

ミリーサポートセンター

の趣旨普及に努め、依頼

会員及び提供会員の募

集・育成を図ります。 

《評価》 

会員募集のため、民生委員総会での資料配布や自治会への班回

覧、市内施設へのチラシ配布を積極的に行ったほか、新たに市内

施設で出張登録会を実施した。 

《課題》 

実働できる提供会員の確保が課題となっている。 

子育て支援拠点施設事業の

推進 【保育課】 

７か所で実施。 

【公営４か所 利用者数 9,075 人】 

※保護者・こどもの年間延べ人数 

〇しんとみ子育て支援センター（しんとみ保育園内） 2,363 人 

〇つどいの広場トコトコ（子ども未来館内） 5,693 人 

〇つどいの広場さくやま（旧さくやま保育園内） 818 人 

〇子育てサロンのざき（うすばアットホーム内） 201 人 

【民営３か所 利用者数 3,730 人】 

※保護者・こどもの年間延べ人数 

〇くろばね子育て支援センター（すくすくきっず） 1,912 人 

〇ひかり子育て支援センター  1,138 人  

〇ゆづかみ子育て支援センター（ゆづかみ保育園内） 680 人 

 

Ａ 

 《事業内容》 

施設指導員等による育

児に関するアドバイスと

育児情報の提供、子育て

に関する相談受付を通し

て、地域の子育てを支援

します。 

《評価》 

利用者の減少や施設の老朽化を踏まえ、令和７年度末をもっ

て、つどいの広場さくやま及び子育てサロンのざきを廃止した。

つどいの広場トコトコについては、令和８年度からの開館時間を

見直し、利便性の向上を図った。 

《課題》 

少子化や共働きによる保育所等の利用に伴い、利用者が減少し

ている。 
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保育料等の負担軽減 

【保育課】 

【保育園等保育料の軽減】 

保育園等入園児童にかかる利用者負担（保育料）軽減率は、国

の基準から 69.6％である。 

また、軽減実施人数は、第２子 221 人（実数）、第３子 93 人

（実数）となっている。 

Ａ 

 《事業内容》 

保育園等入園児童の保

育料等を軽減することに

より、子育て世帯の経済

的な支援を図ります。 

《評価》 

必要な費用負担軽減が図られている。 

《課題》 

 保育園等保育料の軽減につきましては、引き続き負担軽減に努

める。 

介護保険施設等の充実 

【高齢者幸福課】 

令和７年度の施設整備計画はありません。 

Ａ 

 《事業内容》 

介護保険施設等の充実

に努め、介護者の負担軽

減を図ります。 

《評価》 

あんしんプラン第９期計画どおりの整備となっている。 

《課題》 

施設整備計画は中長期的な人口動態や介護ニーズの見込み等を

考慮し策定する必要がある。 

地域包括ケアシステムの整

備促進 

【高齢者幸福課】 

「住み慣れた地域でいつまでも生き生きと安心して暮らせるま

ち」をめざし、医療・介護・地域が連携して高齢者を支援できる

体制づくりを推進している。 

・大田原市ささえ愛サロン事業費補助金 

 高齢者を中心とする身近な「通いの場(ささえ愛サロン)」を運 

営する団体を支援する。 

令和７年度交付 ３団体 (新規１、継続２団体) 

Ａ 

 《事業内容》 

高齢者の生活を家族など

の介護者だけではなく、

地域全体で支え合うこと

ができるよう、地域包括

ケアシステムの整備を促

進します。 

《評価》 

これまでも時間をかけて地域内の支援ネットワークを構築して

おり、あんしんプラン第９期計画に基づき、今後も継続していく

必要がある。 

《課題》 

地域住民を巻き込んだ支援体制のネットワークをさらに広げる

必要がある。様々な関係者が参加する体制の構築が必要である。 

在宅障害者（児）居宅生活

支援事業の充実 

【福祉課】 

【自立支援給付】＊数値は令和8年3月利用実績 

○居宅介護  

在宅の障害者（児）に対し、ホームヘルプを利用することによ 

り、介護者の軽減を図った。 

人数 （ ）内の数は児童 回数 （ ）内の数は児童 

83（2）人 748（25）回 

○日中活動 

在宅の障害者（児）に対し、生活介護（デイサービス等）を利 

用することにより、本人及び家族等に対する支援を行った。 

区  分 
人数 

（）内の数は児童 

日数 

（）内の数は児童 

生活介護 227（ 0）人 4,547（  0）日 

日中一時 109（77）人 781（541）日 

地域活動支援センターⅡ型 1（ 0）人 21（  0）日 

Ａ 

 《事業内容》 

在宅の身体・知的・精神

の３障害者（児）の介護

給付、自立支援医療、補

装具費等の給付、地域生

活支援により、家族の介

護の軽減を図ります。 
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○短期入所（ショートステイ） 

障害者（児）を介護している者が、疾病等の理由により、居宅

における介護ができない場合、一時的に施設を利用することによ

り、家族等の負担軽減を図った。 

人数 （ ）内の数は児童 日数 （ ）内の数は児童 

81（17）人 805（97）日 

 

【自立支援医療】 

○更生医療 

障害者（18歳以上）に対し、更生医療を受けることにより身体 

の障害を軽減し、医療に対する交付負担することにより、身体障

害者の自立と社会経済活動への参加促進を図った。 

区  分 交付件数 

一般  28件 

心臓 15件 

血液透析 163件 

○育成医療 

障害児（18歳未満）に対し、その身体障害を除去、軽減する手 

術等の治療により確実に効果が期待できる者に対して提供される

もので、令和７年度の支給はありませんでした。 

区  分 支給件数 

聴覚・平衡 0件     

音声・言語 0件     

肢体 0件     

内部障害 0件     

○精神通院 

何らかの精神疾患により、精神医療を継続的に要する病状にあ 

るものに対し、その通院に係る自立支援医療費の支給により負担

軽減を図った。 

・受給者数：1,226人（令和8年3月31日現在） 

 

【補装具】 

身体の欠損又は損なわれた身体機能を補って、日常生活や職業

生活をしやすくするため、補装具の購入又は修理の支給を行っ

た。 

区  分 件数 （ ）内の数は児童 

交付 49(10）件    

修理 54（2）件    
 

《評価》 

情報提供に努めており、日中活動の生活介護や一時の利用

が増加したことは評価できる。 

 

《課題》 

日中活動の生活介護や日中一時の利用に顕著な増加傾向が見ら

れる。引き続き家族の負担軽減のため障害者の自立や療育に向け

た障害福祉サービスの情報提供に努めていく。 

また、手帳交付時に障害者福祉ガイドを渡すことで、申請に漏れ

のないよう周知徹底する。 
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施策の方向２ 男女の生涯にわたる健康の確保                        

施策(１)生涯を通じた健康保持の推進 

事 業 令和７年度実施状況 
評
価 

性教育の充実 

【学校教育課】 

各小・中学校において、保健体育や特別活動の時間を活用して、

発達段階に応じた性に関する指導を実施した。 

中学校では外部講師（助産師・保健師等）による講話（思春期教

室）を実施した。 

Ｂ 

 《事業内容》 

特別活動や保健体育

において「性に関する

指導」を年間指導計画

に位置付け、計画的、

継続的に指導を行いま

す。 

《評価》 

年間指導計画に基づき、外部講師の活用など計画的に性に関する

指導を実施することができた。今後は指導の質の均一化や性の多様

性についての指導に努める。 

《課題》 

指導内容（プレコンセプションケア等）に教職員間で差がでない

工夫が必要であると考える。また、児童生徒の発達段階に応じた教

材の充実や性の多様性やＳＮＳに関する新たな課題への対応が求め

られる。 

各種がん検診の実施 

【健康政策課】 

＜各種がん検診の実施状況について＞ 

〇令和７年度各種がん検診の実施状況 

項目 対象者 対象者数 受診者数 受診率 

子宮がん検診 20 歳以上の女性 15,452 4,032 26.1% 

乳がん検診 30 歳以上の女性 13,973 5,983 42.8% 

前立腺がん検診 50 歳以上の男性 8,307 3,278 39.5% 

※各種がん検診における対象者数については、令和２年度国勢調査

の統計情報を基に、国が指定した全国統一の基準により算出し

た、市でがん検診を受けるべき人の数とした。ＨＰＶ併用検診に

おける受診間隔（異常なしの方/３年後受診）については考慮し

ていません。 

〇受診率の推移 

 令和 6年度 令和 7年度 前年比 

子宮がん検診 27.8% 26.1% ▲1.7 

乳がん検診 45.3% 42.8% ▲2.5 

前立腺がん検診 40.5% 39.5% ▲1.0 

○がん検診推進事業 

 がん検診の受診促進を図るとともに、がんの早期発見と正しい

健康意識の普及啓発を図るため、国の施策に基づき市が実施。各

対象者に「がん検診手帳」及び「がん検診無料クーポン」を送付

し、がん検診の受診勧奨を実施。 

 
対象年齢 

クーポン 

対象者 

クーポン 

利用者 
使用率 

子宮がん検診 20 歳 330 12 3.6% 

乳がん検診 40 歳 376 89 23.7% 

対象年齢は、当該年度 4月 1日時点での年齢 

 

Ｂ 

 《事業内容》 

乳がん・子宮がんや

前立腺がん等、性別に

応じた、各種がん検診

を実施します。 
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《評価》 

感染症対策を実施しながら、全 69 回の集団健診と、個別医療機

関健診（子宮がん・乳がん）を実施した。個別通知や市ホームペー

ジにより健診（検診）受診の重要性の周知に努めたが、前年度より

受診者数・受診率ともに減少している。 

《課題》 

健康の確保のためにがん検診の受診はとても重要であり、受診率

を向上させる必要がある。健診の重要性について引き続き周知する

とともに、どのような周知方法や受診勧奨が効果的か、情報収集や

関係機関との検討を図りながら進めていく必要がある。また、受診

しやすく、快適な健診受診環境を整えることも必要である。 

 

 

女性セミナーの開設 

【生涯学習課】 

〇女性セミナー開設 

公民館名 学級数 受講者 

(延べ) 

回数 学習時間 

大田原西 1 366 9 25 

金田北 1 172 9 24 

金田南 1 105 9 24 

親園 1 109 8 24 

野崎 1 207 9 19.0 

佐久山 1 100 9 16.0 

湯津上 1 132 9 27.0 

黒羽・川西（黒羽） 1 221 9 21.5 

黒羽・川西（川西） 1 166 9 25.0 

両郷 1 185 10 37 

須賀川 1 128 9 33 
 

Ａ 

 《事業内容》 

女性が生涯にわたっ

て健康の保持増進に努

めることができるよ

う、女性の健康づくり

に関するセミナーを実

施します。 

《評価》 

各地区で継続的に実施されており、安定した運営が図られてい

る。 

受講者数も一定数確保されており、地域における学習機会として

定着している。回数・学習時間ともに充実しており、計画的な学び

の場が提供されており、今後も地域の実情に応じた魅力ある事業と

しての発展が期待される。 

《課題》 

参加者数に地区間の差が見られ、参加状況にばらつきが生じてい

る。 

学習内容が参加者のニーズや関心と十分に合致していない可能性

があり、参加者が固定化する傾向も見られ、新規参加者の確保が課

題となっている。今後は内容の充実とともに、幅広い層が参加しや

すい工夫が求められている。 
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女性スポーツ教室の開催 

【スポーツ振興課】 

女性へのスポーツの普及、健康づくりを目的として次の教室を開

催した。 

〇ゴルフレベルアップ教室(対象：一般) 

参加者：男性 4名 女性 6名(5～7月 全 8回) 

〇ゴルフレベルアップ教室中上級者向け(対象：一般) 

 参加者：男性 5名 女性 9名(8～10 月 全 8回) 

〇ジュニアゴルフ教室(対象：小学生～中学生) 

 参加者：男性 3名 女性 3名(5～7月 全 6回) 

〇ゴルフ入門教室(対象：一般) 

 参加者：男性１名 女性 9名(6～9月 全 14 回) 

〇シニアゴルフ教室(対象：60歳以上) 

 参加者：男性 5名 女性 8名(6～8月 全 8回) 

〇秋の市民ゴルフ教室(対象：一般) 

 参加者：男性 8名 女性 12名(9～10 月 全 8回) 

〇冬の市民ゴルフ教室（午前）(対象：一般) 

 参加者：男性 9名 女性 12名(1～3月 全 8回) 

〇冬の市民ゴルフ教室（午後）(対象：一般) 

 参加者：男性 2名 女性 17名(1～3月 全 8回) 

 

Ａ 

 《事業内容》 

年代や個性に応じた

健康づくりを推進する

ため、「市民一人１ス

ポーツ」の観点から女

性スポーツ教室を開催

します。 

《評価》 

冬の市民ゴルフ教室の開催時期を前年と変えて募集したところ、

多くの女性の申込みがあり、効果があったものと考えている。 

 

《課題》 

女性スポーツ教室は NPO 法人大田原市スポーツ協会の事業、生涯

学習課の市民学校事業と重複する教室事業があることから令和５年

度を最後に廃止となった。 

現在、スポーツ振興課で行っている教室事業の課題として、対象

者がより限定的であるジュニアゴルフ教室、シニアゴルフ教室では

参加者が定員と比べて少ないことが課題として考えられる。 

今後は教室の対象者や内容の変更、新規教室事業等含め、市民の

需要に応じて教室事業のさらなる見直しを実施していく。 

 

 

施策(２)母子保健の充実  

事 業 令和７年度実施状況 
評
価 

不妊治療費補助金交付 

【こども支援課】 

保険適用外の不妊検査・治療に係る費用の1/2以内で15万円を

上限に助成する（通算5回まで）。 

 補助金交付件数     8件 

補助金交付額  506,000円 

Ａ 

 

 

 

《事業内容》 

不妊治療を受けた方

に、保険診療適用外の治

療費の一部を助成しま

す。 

《評価》 

治療が終了した翌年度末まで申請が可能であり申請しやすい事

業となっている。 

《課題》 

令和７年度の交付申請件数は少なかったため、より積極的に制

度の周知に努めていく必要がある。 
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妊婦健診受診票の交付 

【こども支援課】 

 

妊婦健診受診票交付者数は308人、延べ受診者数では3,332人の

受診があった。 

【結果】異常なし  3,184人 

要経過観察  125人 

要医療       23人 

Ａ 

 

 

 

《事業内容》 

安心して妊娠・出産に

のぞむことができるよ

う、妊婦健診の受診票を

交付し、医療費の公費負

担をします。 

《評価》 

妊婦健診の結果の返却があることで、未受診者へのフォローな

ど妊婦等包括相談支援事業につなげることができ関係機関との連

携もできている。 

《課題》 

母子の健康管理・妊娠出産に係る経済的負担の軽減のみなら

ず、産後うつの予防や新生児への虐待予防につながるよう、継続

して医療機関との連携を密にし、必要な支援を受けられるように

していく。 

妊産婦医療費助成事業 

【こども支援課】 

妊産婦に対して、医療費の一部を助成した。 

対象人数        502人 

助成件数       2,064件 

助成額       9,842,119円 

 

 

Ａ 

 《事業内容》 

妊産婦の医療費の一部

を助成することにより、

疾病の早期発見と受療を

促進し、母子保健の向上

を図ります。 

《評価》 

妊産婦の医療費の一部を助成することによって、母子保健の向

上の一助となっている。 

《課題》 

助成件数が減少しているため、母子手帳交付時に、妊産婦に対

して、助成申請等についてより詳細に説明する必要がある。 

産婦健診費助成事業 

【こども支援課】 

〇産後２週間健診助成者 262 人（96.7%） 

〇産後１ヵ月健診助成者 271 人（100.0%） 

Ａ 

 《事業内容》 

産後2週間と1ヵ月の産

後健診について、 1回

5,000円を上限に2回助成

します。 

《評価》 

産後２週間健診は里帰り出産のため未実施となる場合があり、

受診率は100%を下回るが、産後１か月健診では全ての産婦が受診

し、健康管理が図れている。 

《課題》 

産後の早い段階で産後うつ傾向にある方の把握が可能となり、

産後の早期支援につながっているため、今後も継続していく必要

がある。 
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妊婦等包括相談支援事業 

【こども支援課】  

①妊娠届（母子健康手帳交付）の際に、妊婦アンケートをもとに 

面接を行い、相談等に対応している。 

 ・妊娠届数    308件 

 ・面接実施数    303件（98.4％） 

 ・要支援妊婦実人数 154人  

※要支援妊婦：継続支援が必要な妊婦 

②妊娠７～８か月時にアンケートを送付していたが、令和７年９

月予定日の妊婦からアンケートをもとに相談支援を開始した。 

  ・アンケート送付数 270 件 

  ・アンケート回収数 268 件（99.3％） 

  ・面接者  112 人 

  ・電話対応 118 人 

③出産後、赤ちゃん訪問を実施し、児の発育を確認するとともに 

母の心身の健康状態、育児状況を確認し、相談に応じている。 

  ・対象者 276 人 ・訪問数 274 人（99.3％） 

  ・要支援妊産婦 実人数 154 人 

  ※要支援妊産婦：継続支援が必要な妊産婦 

 

Ａ 

 《事業内容》 

専任職員として「子育

てコーディネーター」を

配置し、妊産婦等に寄り

添い、出産・育児等の見

通しを立てるための面談

や継続的な情報発信等を

行うとともに、必要な支

援につなぎます。 

《評価》 

①産科医療機関等とも連携しながら、子育てコーディネーターと

地区担当保健師が情報共有し、相談支援に対応している。 

②令和７年７月から令和８年６月予定日の妊婦にアンケートを実

施している。電話がつながらない妊婦は産科医療機関等に状況

確認を行い、状況の把握を行うことができている。 

③自宅に訪問することで育児状況が把握しやすくなり必要な方に

必要な支援ができている。 

 

《課題》 

①支所で母子健康手帳を交付した方に対しては、窓口での保健師

面接ができないため、後日、妊婦アンケートをもとに電話等で

の相談支援を実施していく必要がある。 

②相談支援については、来庁時の実施や産前休暇中に入電し、実

施の日程を調整するなど妊婦が対応しやすい状況を整理してお

り、今後も同様の時期に連絡し相談支援のきっかけを作ってい

く必要がある。 

③出生後、母子分離となっている場合を除き、全数訪問できてい

るため、今後も継続し漏れなく切れ目ない支援をしていく。 

 

思春期保健の充実 

【こども支援課】 

講師は、国際医療福祉大学教員（助産師）、中京学院大学教員

（助産師）、日本赤十字看護大学教員、国際医療福祉大学塩谷看

護専門学校教員（助産師）、那須赤十字病院助産師、在宅の助産

師等に依頼し、正しい知識の普及に努めている。 

〇小学校（５･６年生） 

18校実施 523人参加（92.1%） 

〇中学校（１･２･３年生） 

9校実施 1,544人参加（93.6%） 

 

 

Ａ 

 《事業内容》 

豊かな父性及び母性を

育むため、市内全小・中

学校において思春期教室

を実施し、正しい知識の

普及と自己決定能力の育

成を図ります。 
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《評価》 

心身ともに成長が著しく、人格形成にとっても重要な時期に、

豊かな父性母性を育むために実施している。小中学生の現状を考

慮し、こどもたちの実情に応じた内容で、こどもたちは自分の事

として受け止め、自分自身の体を大切にすること、他者を思いや

る心を育む機会となっている。 

《課題》 

市内小・中学校全校で実施しているが、国は令和７年度から５

か年計画でプレコンセプションケアを推進しており、思春期健康

教育の中にもプレコンセプションケアの概念と相談窓口の普及啓

発を入れていく必要がある。 

 

施策の方向３ 援助が必要な人への支援                        

施策(１) 高齢者が安心して暮らせる環境の整備 

事 業 令和７年度実施状況 
評
価 

養護老人ホーム措置事業 

【高齢者幸福課】 

身体上又は精神上の理由や経済的な理由により、居宅において

養護を受けることが困難な高齢者に係る養護老人ホームへの入所

措置を講じている。 

 令和６年度末 措置者数 54人 
Ａ 

 《事業内容》 

居宅で養護を受けるこ

とが困難な高齢者を措置

支援することで、安心し

て暮らせる環境を整備し

ます。 

《評価・課題等》 

入所に際しては、「老人ホーム入所判定委員会」において審査

判定し、適切に入所措置が講じられるよう努めている。 

高齢者の就業機会の充実 

【高齢者幸福課】 

シルバー人材センターが行う高年齢者労働能力活用事業の実施

に要する経費の一部に対し、補助金を交付する。 

〇補助金額  17,085,000 円 

〇会員登録数 283 人     （令和７年度末） 

Ａ 

 《事業内容》 

シルバー人材センター

に対する事業費補助等に

より、高齢者の就業の促

進を図ります。 

 

 

《評価》 

高齢者の就労は健康維持や介護予防策として有効であり、事業

実施によって地域活力の維持につながることも期待される。 

《課題》 

 高年齢者雇用安定法の経過措置終了に伴い、65歳までの雇用確

保が義務化されたことから、就労する登録者の確保が課題となっ

ている。 

社会的活動の場の提供 

【高齢者幸福課】 

・老人クラブ連合会補助金 2,332,960 円 

・単位老人クラブ補助金  1,387,000 円 

・単位老人クラブ数     令和７年度 43 クラブ 

・会員総数         1,430人 

Ａ 

 《事業内容》 

老人クラブの体制強化

を図ることにより、社会

活動の場を提供します。 《評価》 

老人クラブの数や会員数は減少傾向にあるが、引き続き高齢者

の生きがいづくり活動や社会参画を支援する必要がある。 

《課題》 

老人クラブ参加者の高齢化、固定化が進んでおり、新規参加者

が減少している。役員の高齢化も進行している。 
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施策(２) 貧困に直面する女性等に対する支援 

事 業 令和７年度実施状況 
評
価 

就労支援事業 

【こども支援課】 

○高等職業訓練促進給付金事業 

・給付件数    1 件 ・相談件数    0 件 

○自立支援教育訓練給付金事業 

・給付件数    2 件 ・講座指定件数  1 件 

・相談件数    1件 

Ａ 

 《事業内容》 

母子家庭の母又は父子

家庭の父が一刻も早く就

業・自立ができるよう、

大田原市母子家庭及び父

子家庭自立支援教育訓練

給付金及び高等職業訓練

促進給付金を支給しま

す。 

《評価》 

相談のあった方に対し給付金支給につなげることができた。 

《課題》 

 今後も事業周知を図るとともに、就労へ向けた支援の拡充を図

る。 

児童扶養手当給付事業 

【こども支援課】 

○令和 8年 3月末日現在受給資格者数  498 人 

【内訳】 ・全部支給者数    208 人 

     ・一部支給者数   216 人 

     ・全部停止者数     74 人 

○令和７年度新規認定件数      62件 

Ａ 

 《事業内容》 

父母の離婚・父親又は

母親の死亡などによって

父親又は母親と生計を共

にしていない児童や、重

度の障害のある児童を健

やかに育成することがで

きるよう、児童扶養手当

を支給します。 

《評価》 

請求のあった家庭の状況を把握し必要な手当を支給することが

できた。 

《課題》 

ひとり親家庭の状況を的確に把握し、適切な手当の支給を実施

する。 

母子父子寡婦福祉資金貸付

事業 

【こども支援課】 

〇相談件数  33 件 

【貸付】 

〇生活資金  1 件 

Ａ 

 《事業内容》 

経済的な自立を更に促

進するため資金の貸付が

必要になったとき、母子

父子自立支援員が資金の

貸付や償還の相談に応じ

ます。 

《評価》 

相談対応を通じて各家庭の状況把握が図られており、必要に応

じた貸付支援につながる体制が整備されている。 

《課題》 

相談は一定数あるものの貸付実績が限られていることから、制

度の更なる周知とともに、各家庭の状況に応じたきめ細かな支援

につなげていくことが必要である。 

ひとり親家庭医療費助成 

事業 【こども支援課】 

母子及び父子家庭等に医療費の一部を助成した。 

 対象世帯         595世帯 

 対象人数        1,427人 

 助成件数        4,521件 

 助成額       12,526,408円 

Ａ 

 《事業内容》 

ひとり親家庭の親と子

に対し医療費の一部を助

成することにより、その

心身の向上を図り、ひと

り親家庭の福祉を増進し

ます。 

 

《評価》 

母子及び父子家庭等に医療費の一部を助成することにより、ひ

とり親家庭等の経済的支援に繋がっている。 

《課題等》 

対象世帯数が増加傾向にあるため、ひとり親家庭の状況を的確

に把握し、適切な支援に繋げる必要がある。 
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生活困窮者自立支援事業 

【福祉課】 

生活困窮者自立相談支援事業 

・新規相談受付件数  86 件（女性 41 件、男性 45件） 

・プラン作成件数     6 件（女性 3件、男性 3件） 

 

 

 

Ｂ 

 《事業内容》 

生活上の困難に直面し

た方に対し、地域の中で

自立した生活が送れるよ

う、一人ひとりの状況に

応じた相談・支援を行い

ます。 

《評価》 

新規相談受付件数は前年より少ないが、プラン作成件数が増加

したのは評価できる。 

 

《課題》 

 住居確保給付金の申請・支給がなかった。相談者へ円滑な支援

へとつなげられるよう、相談者のニーズを的確に把握するよう努

める。 

施策(３) その他困難を抱える人への支援 

事 業 令和７年度実施状況 
評
価 

LGBTQへの理解を深めるため

の取組 

【政策推進課】 

〇高校生対象講座（栃木県立大田原高校） 

期日：令和 7年 9月 18 日 

場所：大田原高等学校 体育館 

内容：講演 テーマ「人権としての＜性＞をまなぶ」 

講師：宇都宮大学 共同教育学部 准教授 艮 香織氏 

参加者：全校生 572 人 

Ａ 

 《事業内容》 

LGBTQに関する正しい理

解を深めるための啓発や

情報・学習機会の提供を

行います。 
《評価》 

大田原高校の全校生を対象とした大規模な講演会を実施できた

ことは、多感な時期にある若年層（高校生）へ LGBTQ に関する正

しい知識を浸透させる上で有意義な取組であった。 

また、生徒だけでなく、教職員の理解促進にも寄与した。 

《課題》 

 学校現場のみならず、地域住民や事業者など、社会全体におけ

る理解を広げるための情報発信や啓発・学習機会の提供が必要で

ある。 

性的少数者への教育相談の

充実【学校教育課】 

市内小・中学校全校にスクールカウンセラー（ＳＣ）及びスク

ールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）を派遣し、教職員への助言・

ケース会議を実施した。 

Ｂ 

 《事業内容》 

学校教育の場におい

て、児童・生徒に対し、

相談体制やサポート体制

の充実を図ります。 

《評価》 

ＳＣ・ＳＳＷの派遣により、専門的な相談支援体制の充実が図

られた。引き続き、学校と関係機関の連携を強めていく。 

《課題》 

ＳＣ・ＳＳＷの配置回数が限られており、今後専門的支援を要

するケースの増加への対応が不十分な場合が想定される。 
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外国人子女相談員の配置 

【学校教育課】 

県が指定する「外国人児童生徒教育拠点校」である大田原小学

校・西原小学校・大田原中学校に、日本語とポルトガル語・中国

語に堪能な市会計年度任用職員である「外国人子女相談員」を４

名配置し、外国人児童生徒の支援を行った。さらに、小学校入学

前に日本語が分からない児童や保護者のために日本語支援相談会

を実施し、拠点校制度を説明するなど、就学の支援を行った。 

 

Ｂ 

 《事業内容》 

日本語指導が必要な帰

国・外国人児童生徒に対

し、ポルトガル語等を母

語とする相談員を学校に

配置し、学習支援活動や

教育相談、文書の翻訳業

務を行います。 

《評価》 

相談会に来た保護者には、拠点校制度についてだけではなく、

日本の学校生活や卒業後の進路についてなど、様々な情報を提供

した。また、令和８年４月に開校した「夜間中学」などの紹介も

行い、適切な学びの環境を提供することができた。 

 

《課題》 

外国人児童生徒の多国籍化・散在化が年々進んでいる。今後は

日本語支援相談会を小学校就学前の児童や保護者にさらに周知

し、小学校入学前に拠点校への就学を進めていく必要があると考

える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


